様式第三十五号（第十二条の三十五､第十二条の三十八、第十二条の三十九関係）
	土地の形質の変更届出書
                                              　　　　年　　月　　日
 　　豊田市長　　殿
                                 届出者　　　
                                    住　所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　指定区域内における土地の形質の変更をしたいので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の１９（第１項、第２項、第３項）の規定により、関係書類等を添えて届け出ます。

	
	指定区域の所在地
	
	

	
	土地の形質の変更の種類
	
	

	
	土地の形質の変更の場所
	
	

	
	土地の形質の変更の施行
方法
	
	

	
	土地の形質の変更の内容
	
	

	
	地下にある廃棄物の種類（当該廃棄物に石綿含有一般廃棄物又は石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は、その旨を含む。）
	
	

	
	地下にある廃棄物の搬出
の有無及び搬出先
	　　　
	

	
	土地の形質の変更の着手
予定日（又は着手日）
	
	

	
	土地の形質の変更の完了
予定日（又は完了日）
	
	

	


（日本産業規格Ａ列４番）
様式第三十五号（第十二条の三十五､第十二条の三十八、第十二条の三十九関係）
	土地の形質の変更届出書
                                              　　令和５年○○月□□日

 　　豊田市長　　殿
                                 届出者　　　〒４７１－８５０１
                                    住　所　　豊田市西町３丁目６０番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　豊田市　株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　代表取締役　豊田　一郎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　指定区域内における土地の形質の変更をしたいので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の１９（第１項、第２項、第３項）の規定により、関係書類等を添えて届け出ます。

	
	指定区域の所在地
	○○市□□町△△番地◇◇及び××番地××の一部
	

	
	土地の形質の変更の種類
	宅地造成のための盛土
	

	
	土地の形質の変更の場所
	別添の図面のとおり
	

	
	土地の形質の変更の施行
方法
	別添の土地の形質の変更の施行計画書のとおり
	

	
	土地の形質の変更の内容
	別添の工事計画書のとおり
	

	
	地下にある廃棄物の種類（当該廃棄物に石綿含有一般廃棄物又は石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は、その旨を含む。）
	廃棄物埋立地の区分　【令第１３条の２第１号】

種類　がれき類
	

	
	地下にある廃棄物の搬出
の有無及び搬出先
	有　　○○○㈱にて溶融処理、その後

　　　△△△㈱において埋立処分
	

	
	土地の形質の変更の着手
予定日（又は着手日）
	令和５年○○月□□日
	

	
	土地の形質の変更の完了
予定日（又は完了日）
	令和５年△△月◇◇日
	

	


（日本産業規格Ａ列４番）
○添付書類

１　土地の形質の変更の施行に当たり周辺の生活環境に及ぼす影響について実施する調査の計画書

２　土地の形質の変更の施行に係る工事計画書

３　土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした指定区域の図面

４　土地の形質の変更をしようとする指定区域の状況を明らかにした図面

５　埋立地に設置された設備の場所を明らかにした図面

６　土地の形質の変更の施行方法を明らかにした平面図、立面図及び断面図

７　土地の形質の変更の終了後における当該土地の利用方法を明らかにした図面

８　石綿含有一般廃棄物、廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物が地下にある場合は、当該廃棄物の位置を示す図面
○備考

土地の形質の変更が完了した際には、必ず本市にご報告ください。

廃棄物が地下にある土地の形質の変更届出記載例





着手予定日より30日以上前の月日であること








計画、内容を決定する者が届出すること


土地所有者、開発業者、工事発注者等





宅地造成、土地掘削、工作物の設置、開墾、試掘等





変更しようとする場所と範囲を、図面を添付して示すこと。





届出台帳又は維持管理記録等に廃棄物に関する情報がない場合は届出事項調査のための試掘により調査し報告すること。





着手届出日より30日以上後の月日であること
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